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第２章 計画の基本的な考え方 
 

１ 基本理念 

「一人ひとりがその人らしく生きるまちだプラン（第５次町田市男女平等推進計画）」は、男女が

その基本的人権を尊重し合い、自らの意思によってあらゆる分野の活動に対等な立場で参画する機

会が確保され、政治的、経済的、社会的、文化的利益をともに享受することができ、ともに責任を

担っていくことのできる、「男女平等参画社会」の形成をめざして策定するものです。 

 

本市では、２００１年（平成１３年）２月に本市で行われた「男女平等参画都市宣言」に基づき、

２０１７年３月に策定した「一人ひとりがその人らしく生きるまちだプラン（第４次町田市男女平

等推進計画）」において「その人らしさを発揮できる社会の形成をめざして」を基本理念として掲

げ、男女平等参画施策を推進してきました。この間、人々の価値観や生活様式の多様化、少子高齢

化の進行など、男女平等参画社会を取り巻く環境は大きく変化しており、誰もが生きづらさから解

放され、いろいろなかたちで自分の思いや考えを発信できることがより一層求められています。一

人ひとりの人権を尊重し認め合い、その人の個性を十分に発揮することで、その人らしくいきいき

と生きることができます。そこで、引き続き「その人らしさを発揮できる社会」の形成をめざしま

す。 
 
   
  
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

男女平等参画都市宣言 

 

わたしたちは、男女が平等で、 

一人ひとりの人権を尊重し合い、 

個性と能力を十分に発揮し、 

自立して生きる社会をめざします 

 

２１世紀を迎え、町田市は、 

職場・学校・地域・家庭をはじめ、 

社会のあらゆる領域で、男女の真の平等と 

真の参画を推進するため 

 

ここに、「男女平等参画都市」を宣言します 

２００１年２月１日 

町田市 

「その人らしさを発揮できる社会の形成をめざして」 
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２ めざすべき姿 

「その人らしさを発揮できる社会」の形成に向け、男女平等参画施策を進めていく上で、めざす

べき姿を２つ設定します。 

 

めざすべき姿Ⅰ 一人ひとりの人権を尊重するまち 
 

一人ひとりの基本的権利である人権は、人種や民族、性別を超えて万人が生まれながらに持って

いるものであり、その人らしく生きていくために等しく尊重されるべきものです。しかし、固定的

な性別役割分担意識に基づく制度や慣習、差別や偏見は根強く残っています。また、新型コロナウ

イルス感染症拡大により、ＤＶをはじめとする暴力が顕在化したと指摘されています。これらは、

男女平等参画社会の実現を阻害する大きな要因の一つとなっています。 

 

近年の男女平等参画に関する意識の変化や多様な性への関心の高まりを受け、必要な人に必要な

情報を届けるため、オンライン配信やＳＮＳを活用した啓発手法の導入など、新しい切り口でのア

プローチや、性の多様性への理解を促進する必要があります。また、ＤＶ被害を未然に防ぐための

意識啓発や相談体制の充実が求められています。個人の人権が性別に関わらず尊重される男女平等

参画社会の実現にあたり、固定的な性別役割分担意識にとらわれることなく、お互いを認め合い、

一人ひとりが人権尊重の重要性を認識することが重要です。 

 

このことから、本市の男女平等参画施策の実施にあたり、めざすべき姿Ⅰを、「一人ひとりの人権

を尊重するまち」とします。 

 

めざすべき姿Ⅱ 一人ひとりが個性と能力を生かして活躍できるまち 
 

性別や年齢に関わらず、あらゆる人がその人らしく生きていくためには、一人ひとりの個性と

能力を十分に発揮し、社会に参画していくことが重要です。しかし、女性は家事、育児などの負

担が大きく仕事と家庭の両立が困難な状況です。また、男性は長時間労働の傾向があり、家庭生

活や地域活動に関わりたくても関われていないのが実情です。さらに、意思決定などをする場に

おいて、女性の参画が進まず、女性の意見が反映されにくいという問題も指摘されています。 

 

仕事と生活の調和を実現し、固定的な性別役割分担意識にとらわれることなく、たとえば男性

の育休取得率の向上や「ノー残業デー」などの労働時間の削減の取り組みなど「働き方改革」を

進めていくことや、女性管理職を増やす取り組みや起業を支援し、また地域の防災などのリーダ

ーになる女性を育成するなど女性の意思決定の場への参画を促すことで、誰もが活躍できる社会

の形成にもつながります。 

 

このことから、本市の男女平等参画施策の実施にあたり、めざすべき姿Ⅱを、「一人ひとりが個

性と能力を生かして活躍できるまち」とします。 
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３ 本計画で取り入れた新たな視点 

本計画では、男女平等参画施策を取り巻く主な課題や社会情勢を踏まえて、次の４つの視点を

新たに取り入れました。 

 

デジタル技術を活用した幅広い年齢層へのアプローチ 

ＳＮＳやオンライン配信などのデジタル技術を活用し、様々な施策に関する情報を発信することによ

り、若年層をはじめ、幅広い年齢層の取り組みへの参画を促します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意識醸成や行動促進に向けた男性へのアプローチ 

育児休業制度（育休）をはじめとする制度の整備が徐々に整ってきましたが、たとえば、女性に比

べ男性の育休取得率は著しく低い状況です。男性の参画も当たり前のこととしていけるよう、性別に

とらわれない、格差をなくすための意識の醸成や行動を促します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜年齢階層別インターネットの利用状況＞ 

出典：総務省「情報通信白書」（２０２０年） 

 

全ての年齢層において、主たる情報収集手段としてインターネットを利用しています。 

＜課題＞ 

・幅広い年齢層に届く情報提供手段の

検討 

 

＜課題＞ 

・育休を取得できる職場環境の整備 

・育児に関する意識啓発や知識の習得 

２０２１年度の育休を取得したい

と希望する男性は７７.５％（女性

８４.６％）ですが、２０２０年度の

男性の育休取得率は１４.５％（女

性９４.８％）であり、男性の育休希

望率と実際の取得率には大きな乖

離があります。 

 

 視点１ 

 視点２ 

資料：東京都「男女雇用平等参画状況調査（育児休業取得率の推移）」（２０２０年度）、 

町田市「男女平等参画に関するアンケート（育児休業制度を利用することへの意識）」 

（２０１７年、２０２１年） 
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多様性を尊重する意識の浸透 

市民・職員それぞれに対して、多様性を尊重する意識の醸成を目的とする講座や研修などを実施する

とともに、性の多様性に関しては、同性カップルを自治体が認証する「（仮称）パートナーシップ制度」

の導入などを行い、多様性を認め合う意識の醸成や行動を促します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＤＧｓの推進 

 世界中で共有するＳＤＧｓ（１７の目標）に掲げられた「目標５ ジェンダー平等を実現しよう」をは

じめとするいくつかの目標は、本計画に沿ったものです（ｐ.２０参照）。 

世界における、日本のジェンダーギャップ指数の伸び悩みからも、「誰ひとり取り残さない」ための取

り組みにより、一人ひとりがＳＤＧｓを推進できるよう促します。 

 

 

 

 

 

  

学校教育における性の多様性に関する学習機会の有無に

ついて、「ある」と回答した人の割合は、２０代は２４．５％、

３０代は１２．８％、４０代・５０代は６．１％となってお

り、年代が高くなるにつれて低くなっています。 

ＳＤＧｓとは 

 持続可能な開発目標（Sustainable Development 

Goals=SDGs）とは、２０１５年９月の国連サミットで

採択された「２０３０年までに持続可能でより良い世

界を目指す開発目標」です。１７のゴール、１６９の

ターゲットから構成され、地球上の「誰ひとり取り残

さない」ことを誓っています。 

 また、国のＳＤＧｓ推進本部が２０１９年に決定し

た「ＳＤＧｓ実施指針改定版」では、地方自治体の様々

な計画にＳＤＧｓの要素を反映すること等が期待さ

れています。 

 

＜課題＞ 

・性的ﾏｲﾉﾘﾃｨに関する知識・理解の不足 

・性的ﾏｲﾉﾘﾃｨの生きづらさの解消 

（出典：電通「ＬＧＢＴＱ+調査２０２０」（２０２０年） 

＜課題＞ 

・ジェンダーギャップ指数が低水準 

・様々な分野にｼﾞｪﾝﾀﾞｰ平等の視点が不足 

 視点３ 

 視点4 
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４ 計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    内は、本市における「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する

基本的な計画（ＤＶ防止基本計画）」に該当する範囲を示します。 

    内は、本市における「女性の職業生活における活躍推進計画（女性活躍推進計画）」に該当する

範囲を示します。 

《基本理念》

１．お互いを尊重

し合う意識の

醸成

Ⅰ-１-１ 男女平等参画に関する市民意識の向上

Ⅱ-３-１ 政策・方針決定過程への男女平等参画の

推進

３．あらゆる分野

における男女

平等参画の推

進

Ⅱ-２-１ 子育てに対する支援

Ⅱ-２-２ 介護に対する支援

Ⅱ-１-１ 多様で柔軟な働き方を選べる環境整備

への支援

１．雇用や職業等の

場における男女

平等参画の推進

Ⅱ-１-２ 女性の活躍推進に向けた取り組みへの支援

Ⅰ-１-３ 心と体の健康支援

Ⅰ-１-２ 多様性を尊重する意識の浸透

Ⅰ-２-１ 配偶者等からの暴力の防止と早期発見

２．配偶者等から

のあらゆる

暴力の根絶

Ⅰ-２-２ 配偶者等からの暴力による被害者への

支援

Ⅰ-２-３ ハラスメントやその他暴力への対策

基本目標 基本施策

Ⅱ-３-２ 男女がともに参画する地域社会づくり

「その人らしさを発揮できる社会の形成をめざして」

Ⅰ
一
人
ひ
と
り
の
人
権
を
尊
重
す
る
ま
ち

めざす

べき姿

Ⅱ
一
人
ひ
と
り
が
個
性
と
能
力
を

生
か
し
て
活
躍
で
き
る
ま
ち

２．仕事と家庭生活

の調和に向けた

育児・介護の

支援
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該当ページ

1 年齢層に応じた男女平等参画に関する普及啓発

2 デジタル技術の活用による、男女平等に関する情報や資料等の収集・提供

3 男女平等の視点に立った教育と指導

4 男女平等に関する学習機会の提供と支援

5 男女平等推進団体・グループへの支援及び育成

6 男女平等参画に関する職員への意識啓発

7 性の多様性への理解の促進

8 人権尊重や多様性に関する職員・教職員への意識啓発

9 人権尊重の視点に立った性教育の充実

10 健康支援のための啓発及びイベントの参加・開催

11 性や健康に関わる相談体制の充実と関係機関相互の連携

12 検査・健診体制の充実

13 配偶者等からの暴力の根絶のための意識啓発

14 暴力の防止に関する若年層への啓発

15 配偶者等からの暴力に関する相談体制の充実

16 被害者の安全確保への対応の整備

17 自立支援に関する自助グループへの支援

18 あらゆるハラスメントを防止するための取り組みの推進

19 性暴力、ストーカー、性の商品化等に関する被害の防止

20 働く人のワーク・ライフ・バランス実現に向けた普及啓発

21 事業者へのワーク・ライフ・バランス推進支援

22 再就職や起業に向けた学習講座等の開催や情報の収集・提供

23 就労に関する情報提供や相談窓口の周知

24 さまざまな保育サービスの充実

25 子育てに関する啓発活動の充実

26 子育てに関する相談体制の充実

27 ひとり親家庭への支援

28 男性の子育て参画促進

29 家族介護者への支援

30 介護サービス等に関する情報の提供

31 審議会・委員会等への女性の登用促進及び環境の整備

32 市内事業所における女性管理職の登用に向けた普及啓発

33 市役所内の管理職に占める女性比率の向上

34 女性の防災活動への参画や、男女平等参画の視点を踏まえた防災対策の推進

35 誰もが参加しやすい地域活動に向けた環境の整備

施策推進の方向

P.24

P.25

P.26

P.37

P.38

P.41

P.42

P.29

P.29

P.30

P.34

P.35

ＮＥＷ 

拡充・強化 

ＮＥＷ 

ＮＥＷ 

ＮＥＷ 

視点１ 

視点３ 

視点３ 

視点２ 

【アイコンの説明】 

ＮＥＷ …新しい取り組み …より力を入れる 

取り組み 

…ｐ．１８～１９の 

 視点に対応 

視点１ 

視点１ 

視点１ 

視点１ 

視点１ 

拡充・強化 

拡充・強化 

拡充・強化 

拡充・強化 

拡充・強化 

拡充・強化 

拡充・強化 




